
旅館業法第７条の２第２項の規定による衛生等措置命令に関する要綱 

 

令和２年１２月２３日制定 

令和５年１２月１８日改正 

 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、旅館業法（以下「法」という。）第７条の２第２項に定め

る旅館業による公衆衛生上の危害の発生若しくは拡大又は善良の風俗を害す

る行為の助長若しくは誘発を防止するために営業者の特定の行為について必

要な措置命令（以下「衛生等措置命令」という。）の手続及び行政手続法（以

下「行手法」という。）第１２条第１項に規定する処分基準に関し必要な事項

を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において使用する用語は、法及び京都市旅館業法の施行及び

旅館業の適正な運営を確保するための措置に関する条例（以下「条例」という。）

において使用する用語の例による。 

 

（処分基準） 

第３条 衛生等措置命令の処分基準については、別表左欄に掲げる衛生等違反

行為に関し、右欄の根拠法令等の基準によるものとする。 

２ 別表に該当しない衛生措置の基準その他の旅館業施設の維持管理の基準

（以下「衛生等措置の基準」という。）違反の疑いが生じたときは、その都度、

関係法令の定めに加え、京都市旅館業法の施行に関する要綱に定める基準に

より、判断するものとする。 

 

（事前手続） 

第４条 旅館業施設について、法に定める衛生等措置の基準に適合しない疑い

が生じたときは、遅滞なく法第７条第１項に規定する報告徴収若しくは立入

検査又はその両方（以下「立入検査等」という。）を実施し、違反事実を把握

するものとする。 

２ 前項の立入検査等において、環境衛生監視員が把握した事項について必要

と認めるときは、営業者その他の関係者に対し、当該事項について確認を求め

るものとする。ただし、相手方が確認を拒絶したときは、この限りでないもの

とし、その旨を記録するものとする。 

３ 第１項に規定する立入検査等により、当該旅館業施設の衛生措置その他の



旅館業施設の維持管理について、法に定める衛生等措置の基準に適合しなく

なったと認めるときは、速やかに書面により、是正の指導を行うものとする。

ただし、緊急の必要により事前に書面を作成することができないときは、口頭

で行うこととし、事後速やかに当該指導内容を書面により記録するものとす

る。 

 

（衛生等措置に係る改善命令） 

第５条 前条第３項の指導にもかかわらず、旅館業施設の衛生措置その他旅館

業施設の維持管理の改善が図られないときは、当該旅館業施設の営業者に対

し、法第７条の２第２項の規定に基づき公衆衛生上又は善良の風俗の保持上

必要な措置（以下「是正措置」という。）をとるべきことを命ずる手続に移行

するものとする。 

２ 前項の処分は、時機を失することなく、厳正かつ的確に行わなければならな

い。 

３ 衛生等措置命令の相手方に求める措置内容は、当該旅館業施設ごとに違反

行為の性質及び施設の現状に応じて、履行期限を限り、宿泊定員数の減少、施

設・設備の清掃及び消毒、所要の検査の実施その他必要な措置を命じるものと

する。この場合において、次条第４項の規定を適用するときは、履行期限を「即

時」とすることを原則とする。 

 

（衛生等措置命令の告知及び弁明の機会の付与） 

第６条 衛生等措置命令をするときは、行手法第２９条及び同法第３０条の規

定により、当該処分を受ける者に対し、あらかじめその旨を告知するとともに、

弁明の機会を付与するものとする。 

２ 前項に規定する告知については、様式１の衛生等措置命令処分告知書を用

い、弁明については、様式２の弁明書を用いるものとする。 

３ 衛生等措置命令の告知をするときは、様式３の違反調書を作成するものと

する。 

４ 旅館業施設の状況が行手法第１３条第２項第１号又は第３号に該当すると

きは、第１項の規定にかかわらず直ちに衛生等措置命令をするものとする。こ

の場合において次条第１項に規定する衛生等措置命令処分通知書の表題部分

に「（緊急）」と追記し、同命令書の備考に「この命令は、行政手続法第１３条

第２項第１号又は第３号のいずれかに該当する緊急の命令処分です。」と記載

するものとする。 

 

（命令の通知及び公表） 

第７条 衛生等措置命令は、当該処分を受ける者に対し、様式４の衛生等措置命



令処分通知書により通知するものとする。 

２ 前項の通知後条例第２３条の規定により当該処分に係る公表を行うことが

できる。 

３ 衛生等措置命令の告知を受けた者が、前条第１項の弁明において、当該衛生

等措置命令の予定日前に当該処分の内容を履行する旨の誓約をしたときは、

衛生等措置命令を行わないことができるものとする。ただし、過去に同一事項

の衛生等措置命令の告知を受け、既に誓約書を提出したにもかかわらず、その

誓約事項を履行していない場合は、この限りでない。 

 

（営業停止命令等） 

第８条 衛生等措置命令を受けた者が、定められた期間内にその命令による措

置をとらなかったときは、法第８条の規定により法第３条第１項の許可を取

り消し又は１年以内の期間を定めて旅館業の全部若しくは一部の停止を命ず

る手続に移行するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、法に定める衛生等措置の基準違反に加え、他に法

違反が認められるなどの特段の事情のある旅館業施設については、直ちに法

第８条の規定による営業停止命令等を行うことを妨げない。 

 

（告発） 

第９条 次に掲げる事項に該当する者に対しては、刑事訴訟法第２３９条第２

項の規定による告発を検討するものとする。 

⑴ 正当な理由なしに法第７条第１項に規定する報告をせず、若しくは虚偽の

報告をし、又は同項に規定する検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、若しく

は質問に対し答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をした者 

⑵ 法第７条の２第２項に規定する衛生等措置命令に違反した者 

 

（補則） 

第１０条 この要綱の施行に関し必要な事項は、保健福祉局医療衛生推進室長

が定める。 

 

   附 則（令和２年１２月２３日決定） 

 この要綱は、決定の日から施行する。 

 

   附 則（令和５年１２月１８日決定） 

 この要綱は、決定の日から施行する。 

 


















